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Ⅰ�　序　　論

転職時の賃金決定に関して，求職者が求人企業

と個別に賃金交渉する余地があるか否かという点
はしばしば関心の的となる。これは単に転職に係
わる実際的な関心というだけでなく，労働市場の
理論的分析においてもしばしば考察の対象とされ
てきたところである。ここで一つの論点となるの
は，求職者の能力と賃金決定メカニズム（Wage 
setting mechanism）の関係である。幾つかの先行
研究によれば，求める能力水準が高い場合や，企
業側から見て求職者の能力の異質性（Heterogene-
ity）が大きい場合に，固定的な賃金額の掲示では

本稿は，転職時の賃金決定に関してどのような場合に企業側が求職者との交渉を志向し，
またそれが採用時賃金の水準や分散にどのような影響を及ぼすかを，ある人材紹介会社（X
社）から提供されたミクロデータを用いて実証的に分析している。先行研究によれば，求
める能力が高い場合や求職者の能力の異質性が大きい場合に，企業の交渉志向は高まると
考えられる。また交渉を経て決定された採用時賃金は，賃金掲示方式による場合よりも水
準が高く，また分散も大きくなると予想される。これらの仮説を踏まえて，X 社の求人案
件と求職者のデータを分析したところ，仮説と矛盾しない複数の結果が得られた。まず，
空席の職位が相対的に高い場合や，募集要件が保有資格等によって明確に定義されていな
い場合に，企業の交渉志向は強まることが分かった。すなわち求める能力が比較的高い案
件や，企業側から見て求職者の能力を測りにくい案件ほど，企業は交渉を望む傾向がある。
次に，企業の交渉志向が高い案件ほど実際にも交渉が行われているものと仮定して，その
有無が採用時賃金に与える影響を推定したところ，交渉志向が高い案件の採用時賃金の水
準は相対的に高く，その予測値の分散も大きくなっていることが確認された。また，この
効果は，募集要件と求職者側のスペックの一致状態などをコントロールした上でなお観察
され，かつそれらよりも相対的に大きな影響を与えていることも明らかになった。

【キーワード】労働経済，労働市場

転職時賃金決定における個別交
渉の効果
─ある人材紹介会社の求人・求職データによる分析

柿澤　寿信
（大阪産業大学非常勤講師）

佐保田満美
（キャリア・コンサルタント）

梅崎　　修
（法政大学准教授）

●論文（投稿）



76 No. 632/Feb.-Mar. 2013

なく交渉を通じたより柔軟な賃金決定が選好され
る傾向が強まると考えられてきた。また，そのよ
うに交渉が選好された場合の均衡状態の性質につ
いても検討が進められてきた。

しかしながら，こうした理論上の検討に対応す
る実証研究は必ずしも十分に行われてきたとは言
えない。そこで本稿では，ある人材紹介会社（X
社）が業務上蓄積してきたミクロデータを用い
て，求人企業側がどのような場合に求職者との交
渉を志向し，またそれが転職時賃金の決定にどの
ような影響を与えているかを分析する。このデー
タセットは，企業側が提示する求人案件と採用さ
れた求職者の両方の詳細なデータに加えて，賃金
交渉に対する企業側の姿勢についてのデータも含
む貴重な情報源である。これを用いることによっ
て，企業側の事前の意図としての交渉姿勢を，募
集要件として示される各企業の具体的な人材ニー
ズや，決定された採用時賃金の分布と直接関連付
けて分析することが可能となる。また，職位や経
験年数，資格の有無など，求職者の能力と相関す
ると考えられるいくつかの変数を用いることも可
能である。これらの点は，先行研究には見られな
い本稿の特長である。

以下，続くⅡでは関連する先行研究と分析の仮
説を整理する。Ⅲでは，転職時の個別賃金交渉に
対する求人企業側の姿勢と，求める能力について
提示している諸要件（募集要件）との関係を分析
する。Ⅳでは，求人企業側の交渉姿勢が転職時賃
金の水準や分散に及ぼす影響を分析する。Ⅴは結
語である。

Ⅱ　先行研究と仮説

サーチ理論などで取り扱われる代表的な賃金決
定メカニズムは賃金掲示方式である。典型的に
は，各企業がある賃金額をオファーし，各労働者
はポアソン確率に従って到来するオファーから最
も金額の高いものを選択するという構図が想定
される。このとき，企業はすべての労働者にオ
ファーを出すことは出来ず，また労働者も全企業
のオファーを知る事は出来ないという意味で，労
働市場には「摩擦」があることが仮定される。

この結果，市場賃金の均衡水準は一意に定まら
ず分布を持つことになる。代表的なモデルとし
ては Burdett and Mortensen（1998）が挙げられ
る。Mortensen（2003）や Rogerson, Shimer and 
Wright（2005）は，基本的なモデルやその応用に
ついてのサーベイを提供している。

この賃金掲示モデルの世界では，企業は当初の
目論見どおりの掲示賃金額で労働者を採用する
ことができる。しかしながら，Hall and Kruger

（2012）が指摘するように，この方法では掲示賃
金以上の外部機会（留保賃金）を持つ労働者を雇
用することはできない。雇用できない労働者の中
には，高い外部機会を持つが生産性もよりいっそ
う高く，結果としてより多くの余剰を生み出せる
はずの労働者も存在しているかもしれない。企業
が労働者個々人との個別交渉を志向する理由はこ
の点に求められる。即ち，求める能力水準が相対
的に高い場合や，求人案件に集まってくる労働者
の異質性が大きく，容易に能力を見分けられない
ような場合に，企業は労働者個人との交渉を通じ
て柔軟な賃金決定を行うことを望むと考えられる。

交渉の存在を考慮した理論的研究として，例え
ばオン・ザ・ジョブ・サーチに関する Pissarides

（1994）のモデルは，余剰分配に関する労働者の
交渉力を外生的な定数として取り込んでいる。
Mortensen（2003）の第四章では，労働者の交渉
力がナッシュ交渉解として定まることを仮定して
賃金関数を導き，デンマークにおける実証結果
との整合性について論じている。一方，Shimer

（2006）は交渉を交互提案ゲームとして定式化し，
その部分ゲーム完全均衡解から得られる均衡賃金
の分布を検討している。またCahuc, Postel-Vinay 
and Robin（2006）は，オン・ザ・ジョブ・サーチ 
においては在籍企業からの対抗提案が行われると
の想定 1）に立ち，転職先企業と在籍企業，労働
者の三者間での交渉ゲームとして賃金決定の過程
をモデル化している。また，そこから導かれる賃
金関数について，フランスのマクロデータを用い
た実証も行っている。

ただし，これらの先行研究はいずれも，何らか
の交渉を通じて余剰分配が行われることをモデリ
ングの前提として，そこから導かれる均衡状態を
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検討しようとするものである。一方，これらに対
して，賃金決定メカニズムそのものの選択，つま
りいかなる場合に賃金掲示方式あるいは交渉方式
が選択され，またその選択によって獲得しうる労
働者の質や採用時賃金にいかなる違いが生じうる
か，という点に焦点を置く先行研究も存在する。
例えば Ellingsen and Rosén（2003）は賃金決定
メカニズムの選択を内生化したランダム・サー
チ・モデルを提示している。このモデルでは，そ
れぞれの方式を採用した場合の空席の現在価値の
差から，賃金決定メカニズムの選択基準となるパ
ラメータが定義される。このパラメータに影響を
与える変数の一つは留保賃金である。市場におけ
る労働者の留保賃金が高いほど，賃金掲示方式
ではより生産性の高い人材を取り逃がすリスクが
高まるため，企業が交渉方式を採用する傾向が
強まる。また同様の理由から，ある賃金水準で採
用できる労働者の能力分布の散らばりが大きい場
合も，やはり交渉方式が選好されることが示され
ている。Camera and Delacroix（2004）もやはり
ランダム・サーチの枠組みに沿って，労働者の異
質性を前提としたときに賃金掲示方式あるいは交
渉方式が採用される条件を検討している。他方，
Michelacci and Suarez（2006）は労働者の異質性
を前提としたディレクテッド・サーチ・モデルを
用いて，賃金決定メカニズムの選択が特定タイプ
の労働者を誘引する効果を持ちうることなども含
めて検討を行っている。このモデルでは賃金掲
示方式に伴う逆選択のリスクと，交渉方式に伴う

（労働者の交渉力がホシオス条件から乖離した場合に
生じる）非効率性とのトレードオフが，結果的に
生じる均衡状態に影響を与える。このモデルから
得られる示唆として，やはりタイプ間の生産性の
差が大きいほど交渉方式が選好されやすくなるこ
とや，交渉方式が高生産性タイプの労働者を誘引
すること，交渉方式を通じて決定される賃金の方
が賃金掲示方式よりも高水準となること，交渉を
含む均衡の方が賃金分散は拡大することなどが指
摘されている。

本稿の基本的な関心は，賃金決定メカニズム
の選択に関するこれらの理論仮説についての実
証を試みることにある。サーチ理論に依拠した

労働市場の実証分析の先行研究としては，例え
ば Burdett and Cunningham（1998） や van den 
Berg（1999）などが挙げられるが，これらはいず
れも具体的な募集要件等のデータを用いたもので
はなく，交渉の有無についても特に言及されてい
ない。他方，日本国内では，本稿と同様に人材紹
介会社からの詳細なミクロデータを用いた先行研
究として阿部（2001）が挙げられる。特に賃金決
定において，保有資格等のシグナルからでは容易
に測り得ない求職者属性（「アナログ情報」）の重
要性が強調されている点が興味深い。しかし，交
渉の有無に関する分析はやはり含まれていない。

賃金決定メカニズムの選択に焦点を当てた希少
な実証分析例としては，Hall and Kruger（2012）
が挙げられる。これは米国の労働者を対象とし
て，転職時に賃金交渉を行ったか否かを調査した
結果の分析である。この分析から，人種や学歴，
性別，ホワイトカラー/ブルーカラーの別などの
求職者側の諸条件によって，交渉可能な求人案件
に遭遇する確率が異なることが明らかにされてい
る。また採用時の賃金水準の分布についても分析
を行い，交渉を行ったグループの採用時賃金の方
が期待値も分散も大きくなっていることなど，前
述の理論研究の示唆と矛盾しない結果も示されて
いる。ただしこの分析は，結果的に交渉が行われ
たか否かを労働者側の属性によって説明しようと
するものである。また著者たち自身も述べている
ように，用いられている説明変数が必ずしも求職
者の能力水準や異質性を示すものではない点な
ど，一定の課題も残されている。

Ⅲ　企業の交渉姿勢に関する実証分析

先行研究の結果を踏まえて，ここではまず，各
求人案件において提示されている労働者の能力に
関する諸要件（募集要件）が，企業側の交渉姿勢
に与えている影響を分析する。

1　データ

本稿で分析に用いるのは，1998 年から 2007 年
までの間に人材紹介業 X 社が蓄積した業務上の
データである。ここには，同期間中に X 社が受
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注した 1452 件の求人案件それぞれの募集要件と，
そのうち X 社経由で転職が決まった 294 件につ
いての求職者側の詳細な情報の両方が含まれてい
る。転職と賃金変化に関する国内の実証研究とし
ては阿部（1996）や岸（1998），村松（2000），勇
上（2001, 2005），大橋・中村（2002），松繁（2003）
などが挙げられるが，これらの先行研究が用いた
データセットと比べると，本稿のデータセットは
求職者側の情報だけでなく，企業が提示する個々
の求人案件単位の募集要件についても詳細な情報
を有している点が大きな特徴である。更に，それ
ぞれの募集要件と採用された求職者のそれぞれの
募集要件と採用された求職者のスペックを突き合
わせることもできる。これと同様のデータセット
を用いた先行研究は，今のところ阿部（2001）の
みである。

ただしX社はいわゆるエグゼクティブ・サーチ・
ファームであるため，その業務上の特性が結果的
にサンプリングに反映されていることには留意す
る必要がある。X 社が受注している求人案件はす
べてホワイトカラー層に属するものである。後掲
の記述統計量に示されている通り，賃金水準は比
較的高い傾向にあり，高水準の語学力を求められ
る案件が大半を占めている。X 社経由では空席補
充できなかった案件も，X 社以外の何らかの経路
を経て，最終的にはすべてマッチングに成功して
人材を獲得したことが分かっている。また，求職
者側もすべてオン・ザ・ジョブ・サーチを行って
いるホワイトカラー層であり，失業者やブルーカ
ラー層は含まれていない。したがって本稿の分析
は，このような比較的高スペックの人材の市場を
対象としたものとなる。

後に用いる求職者側のデータは X 社経由で決
まった案件のものしかないが，求人側の募集要件
については 1452 件すべてについてデータが存在
する。ここではそのうち，主要な変数がすべて
揃っている 1394 件のデータを用いる。

2　推定方法

補充すべき空席が生じた企業は，その空席の職
務を担うために必要な人材のスペック，すなわち
募集要件をまず特定する。次いで，募集要件を踏

まえて掲示する賃金水準や賃金交渉の可能性を検
討した上で，X 社等の人材紹介会社に求人案件と
して発注する 2）。前述の仮説に従えば，求めてい
る能力水準が相対的に低い場合や，保有資格等の
立証可能なシグナルによって能力の異質性を縮減
できるような場合には，企業が交渉を望む傾向は
弱まると予測される。

この仮説の実証には，まず交渉に対する企業側
の姿勢を知る必要がある。この点について，X 社
では各企業から求人案件を受注する際に，当該案
件に関して採用時賃金の個別交渉に応じる意図が
どの程度あるかを予め確認し，「0：消極的」「1：
考慮可」「2：交渉可」の 3 段階に分類して把握し
ている。ここでは，このデータを被説明変数とし
て用いる。

これに対して，説明変数として用いるのは，各
求人案件の募集要件を示す諸変数である。具体的
には，当該の空席の職位，当該の空席と同職種で
の経験を必須とするか否か，同職種での希望経験
年数，経営学修士号（MBA）の要/不要，公認会
計士資格の要/不要，その他何らかの資格の要/不
要，何らかの特定技能の要/不要，特定の学校教
育の要/不要，英語力の要求水準の 8 変数である。

職位はスタッフレベル，係長レベル，課長レベ
ル，部長レベル，取締役レベルの 5 段階で把握さ
れており，ここではスタッフレベルを基準とする
ダミー変数として用いる。同職種での希望経験年
数は，各企業が挙げている年数をそのまま連続
変数として用いる。英語力の要求水準は「普通」

「高い」「非常に高い」「母国語並み」の 4 段階で
把握されており，ここでは「普通」を基準とする
ダミー変数として用いる。

他の 5 つの変数はいずれも二値のダミー変数で
ある。このうち公認会計士資格については日本の
ものだけでなく，米国公認会計士資格や，それら
有資格者に準じる水準の専門的能力が求められる
場合なども含まれている。その他の資格とは，例
えば税理士や社会保険労務士などの，公認会計士
以外の資格全般を指す。特定技能とは，例えばコ
ンピュータープログラミングの技能や医薬品等特
殊な商品に関する知見など，業務上必要となる
様々な技能である。特定の学校教育とは，例えば
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研究職の求人案件で博士号が求められている場合
などを指す。これら各変数の記述統計量は表 1 に
示す通りである。

以上の変数を用いて順序プロビット推定を行
う。なお，推定に際しては各求人案件が属する業
種 3）と職種 4）を含めている。また，データの収
集期間が長期に及んでいるため，この間の経済
環境の変化や X 社の事業展開状況の相違等をコ
ントロールする目的で，1998 年をベースとする
年次ダミーも加えている。また，その他のコント
ロール変数として，採用後の賃金に大きな成果反
映要素があるか否かを示すダミー（成果反映賃金
ダミー）も加えている。採用後の賃金決定の柔軟
性は，採用時の賃金交渉の必要性に影響を与える
可能性が考えられるためである。

3　推定結果

主要な変数についての推定結果は表 2 に示され
ている通りである。最初に推定式 1 を確認する
と，まず職位については，上位であるほど企業は
交渉に積極的な姿勢を示していることが分かる。
特に取締役レベルにおいて「交渉可」となる限界
確率は顕著に高い値を示している。更にそれ以

外の説明変数を見ると，募集要件を示す 7 つの
変数のうち要同職種経験，同職種経験年数，要
MBA，要その他資格，要特定技能の 5 変数につ
いて，いずれも係数は有意に負と推定されてい
る。また，コントロール変数の一つとして含めた
成果反映賃金ダミーの係数推定値も有意に負であ
る。これは，採用後に賃金を調整しやすいケース
の方が，採用決定時点で交渉を行う必要性が薄れ
ることを示唆するものと考えられる。

また Hall and Kruger（2012）では，大卒以上
の学歴を持つ求職者の方が転職時に賃金交渉を行
う確率が高いことが報告されている。そこで，あ
らためて学歴に関する募集要件「0: 不問，1: 大卒
以上，2: 院卒以上」をダミーとして加えた推定も
行った。その結果が推定式 2 である。これを見る
と，院卒ダミーについては非有意であるが，大卒
ダミーの係数推定値は有意に正となり，一定の学
歴効果が観察された。

これらの推定結果は前述の仮説と概ね整合的と
言えよう。例えば求職者が当該空席と同職種の経
験を持たなければ，少なくともその仕事に関する
限り，求職者が発揮しうる能力は企業側にとって
全くの未知数である。したがって，十分な同職種

企業の交渉姿勢
度数 相対度数

消極的 320� 23.0�
考慮可 366� 26.3�
交渉可 708� 50.8�
計 1394� 100.0�

職位
度数 相対度数

スタッフレベル 496� 35.6�
係長レベル 621� 44.6�
課長レベル 82� 5.9�
部長レベル 159� 11.4�
取締役レベル 36� 2.6�
計 1394� 100.0�

英語力の要求水準
度数 相対度数

普通 30� 2.2�
高い 370� 26.5�
非常に高い 408� 29.3�
母国語レベル 586� 42.0�
計 1394� 100.0�

同職種の希望経験年数
平均 標準偏差

スタッフレベル 3.5� 1.5�
係長レベル 5.3� 2.3�
課長レベル 6.3� 3.6�
部長レベル 8.6� 3.5�
取締役レベル 10.3� 4.6�
計 5.3� 3.0�

その他の募集要件
要 不要

同職種経験 1371� 23�
MBA 71� 1323�
公認会計士資格 47� 1347�
その他資格 37� 1357�
特定技能 950� 444�
特定の学校教育 133� 1261�

表 1　企業側交渉姿勢および募集要件の記述統計量
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経験を募集要件としない場合には，集まってくる
求職者の能力の異質性は相対的に高まり，企業が
交渉を志向する傾向は強まるだろう。要同職種経
験ダミーや同職種経験年数の負の係数推定値はこ
のことを示唆するものと考えられる。要特定技能
ダミーの係数推定値が負であることについても同
様である。要その他資格ダミーの係数推定値も有
意に負であるが，これは資格が求職者の保有能力
を示すシグナルとなることを反映したものであろ
う。同様に MBA も企業経営に関する一定水準の
知見の保有を示すシグナルと考えてよい。総じ
て，求める労働者の能力を立証可能なシグナルに
よってある程度定義できている場合には，企業は
求職者との交渉を志向しない傾向が強まっている
ことが分かる 5）。裏返せば，そもそもそのような
シグナルが定義できない場合や，シグナルからは
把握しにくいような能力を重視したい場合に，企
業の交渉志向は強まると考えられる。Michelacci 
and Suarez（2006）は，労働者の生産性に関して
立証可能なシグナルが存在するならば，それを条
件として織り込んだ上で賃金掲示方式を選択でき
ることを指摘している。ここでの分析結果はこの

議論と矛盾しないものである。
他方，募集要件に示されている職位は，当該空

席について企業が必要としている基本的な能力水
準を示すものと解釈できよう。したがって，経験
年数や資格等の諸条件をコントロールした上で各
職位ダミーの係数推定値が有意に正であること
は，高生産性タイプの労働者を誘引するには交渉
方式が有利とした Michelacci and Suarez（2006）
の理論的予想と整合する結果である。また能力の
異質性という観点から見るならば，資格や学校教
育等のシグナルでは測りにくいマネジメント能力
を求められる高職位であるほど，企業側から見た
求職者の能力の異質性は拡大し，それが交渉志向
を強める効果を生んでいるという可能性も考えら
れるだろう。

Ⅳ�　企業の交渉姿勢は賃金決定にどう影
響するか

次に，企業の交渉姿勢が積極的な求人案件ほど
実際にもより高い頻度で交渉が行われているもの
と仮定して，その相違が採用時賃金の水準や分散

表 2　企業の交渉姿勢に対する募集要件の影響

推定式 1 推定式 2

Coef. SE dP/dx�
（y=「交渉可」） Coef. SE dP/dx�

（y=「交渉可」）
職位 係長レベル 0.300*** 0.086� 0.088� 0.311*** 0.086� 0.168�

課長レベル 0.413** 0.173� 0.120� 0.401** 0.174� 0.126�
部長レベル 0.593*** 0.153� 0.171� 0.611*** 0.154� 0.269�
取締役レベル 1.507*** 0.295� 0.389� 1.491*** 0.296� 0.467�

同職種経験必須 − 1.072*** 0.314� − 0.313� − 1.077*** 0.312� − 0.366�
同職種での希望経験年数 − 0.053*** 0.014� − 0.016� − 0.056*** 0.014� 0.004�
要 MBA − 0.393** 0.158� − 0.115� − 0.267� 0.221� − 0.081�
要 CPA 0.282� 0.224� 0.082� 0.271� 0.224� 0.208�
要その他資格 − 0.453** 0.215� − 0.132� − 0.394* 0.219� − 0.152�
要特定技能 − 0.406*** 0.096� − 0.119� − 0.362*** 0.098� − 0.177�
要特定の学校教育 0.205� 0.129� 0.060� 0.006� 0.150� 0.107�
英語力 高い 0.386* 0.222� 0.111� 0.405* 0.223� 0.006�

非常に高い 0.259� 0.224� 0.075� 0.258� 0.224� 0.098�
母国語並み 0.093� 0.225� 0.027� 0.091� 0.226� 0.034�

成果反映賃金 − 0.376*** 0.110� − 0.110� − 0.375*** 0.110� − 0.088�
学歴 大卒以上 0.276*** 0.104� 0.176�

院卒以上 − 0.038� 0.186� 0.121�
/cut1 − 2.054� − 2.013�
/cut2 − 1.056� − 1.011�
No.�of�obs 1394 1394
Log�likelifood − 1140.318 − 1136.470
Pseudo�R2 0.208 0.211
�*�p<0.1;���**�p<0.05;���***�p<0.01� � � � � � �
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にどのような影響を与えているかを分析する。

1　データ

X 社が受注した 1452 件の求人案件は，最終的
にすべて何らかの形で空席補充に成功している。
ただし X 社経由で採用が決まった案件は，その
うちの 294 件である。そのうち求職者側の主要な
データをすべて収集することができた 292 件の
データを，ここでの推定に用いる。本稿のデータ
セットにはマッチングに成功した求職者しか含ま
れていないが，利用できるサンプルの範囲内で，
企業側の交渉姿勢の違いに応じた採用時賃金の水
準や分散の相対的な変化を知ることはできる。た
だし，このデータセットは企業規模や生産性など
採用時賃金の決定に影響する可能性がある情報を
含んでいない。これらの要素をコントロールでき
ないことが，これ以後の推定の結果を歪めている
可能性があることには留意する必要がある。

2　推定方法

前章で分析した通り，企業の交渉姿勢もまた各
求人案件において求められている人材像などに依
存する内生変数と考えられる。そこでここでは，
前章の推定で三段階の離散変数として用いていた
企業側交渉姿勢を，あらためて「交渉可」か否か
を示す二値のダミー変数に変換して，次のような
モデルによる推定を行う。

すなわち，ある求人案件 j の採用時賃金の対数値
ln wj は，採用された求職者の年齢（AGEj），経験
年数（EXPj），最終学歴（Ej），交渉の可否（bj），
および募集要件と求職者本人のスペックの一致状
態を表す変数群（Mj）に依存して決まるものとす
る。最も興味があるのは，交渉可否によるトリー
トメント効果を表す bj の係数γである。この二

値変数 bj は潜在変数 bj
* の値に応じて切り替わる。

更に bj
* は，各求人案件における募集要件等から

成る説明変数群 xj に応じて決まる。また，それ
ぞれの誤差項ej と uj は二変量正規分布に従うも
のとして，その共分散行列を次のように表す。

このモデルについて Maddala（1983）は二段階
推定法を提示している。すなわち，まず bj につ
いてプロビット推定を行い係数推定値itを得，こ
れを用いてハザード比

を算出する。ここでφとΦはそれぞれ標準正規分
布の密度関数と分布関数である。次いで，この hj

を修正項として第一式に含めて最小二乗推定を行
う。ここで用いる採用時賃金および求職者の年
齢，経験年数，最終学歴の記述統計量は表 3 に示
す通りである。

bj のプロビット推定の説明変数 xj として用い
るのは，各求人案件の募集要件など前節の推定で
用いたものと同一の変数群である。また，MBA，
公認会計士資格，その他何らかの資格，何らかの
特定技能，英語力，職位，業種，職種のそれぞれ
について，募集要件と採用された求職者のスペッ
クとの一致状態を示すダミー変数群を作成し，こ
れらを第一式の Mj として用いた。それらの一覧
は表 4 に示す通りである。まず MBA について
は，募集要件として挙げられている要/不要と，
結果的に採用された求職者の保持/不保持の組み
合わせから，一致状態を 4 つに分類した。公認会
計士資格とその他資格，及び特定技能についても
同様であるが，ただしこれらについては（要，不
保持）という組み合わせがサンプル中に存在しな
い。つまり MBA とは異なり，これらの募集要件
を満たさない求職者は一切採用されていないとい
うことである。そこでこの組み合わせを省いて 3
分類としている。英語力については，募集要件上
求められている水準に対して求職者の持つ能力が
同等か，高いか，あるいは低いかによって 3 つに
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分類している。職位についても同様で，各求人案
件の職位に対して求職者の前職職位が同じか，高
いか，あるいは低いかによって 3 つに分類してい
る。業種と職種については，いずれも求人案件の
業種・職種と，求職者の前職の業種・職種が一致
しているか否かによって分類している。

また，前述の通り，本稿のデータセットに含ま
れている求職者側の情報は，X 社経由でマッチン
グが成功した案件についてのみである。このデー
タの切断は，X 社の業務上の特徴，例えば各求人
案件の業種や求められている人材のタイプによる
紹介業務の得意・不得意などに起因している可能
性がある。そこでサンプル・セレクション・バイ
アスの有無を検討するため，ここでは前章の推定
で用いた説明変数（各求人案件の募集要件）をセ
レクション関数の説明変数とした Heckman 二段
階推定もあわせて行った。なお，これらすべての

推定において，コントロール変数として各求人案
件の業種，職種，および案件の発生年度をダミー
化して加えている。

3　推定結果

主な説明変数の推定結果は表 5 に示す通りであ
る。最初に，比較のために行った最小二乗推定

（推定 1）の結果から見ておこう。まず求職者属性
のうち，年齢と経験年数の係数推定値はいずれも
有意に正である。最終学歴については，サンプル
中の求職者全員が大卒以上であるため修士ダミー
と博士ダミーを用いているが，これらの係数推定
値は非有意であった。次にダミー変数群を見る
と，交渉可ダミーの係数推定値は 5%水準で有意
に正であり，交渉の可否によって採用時賃金にお
よそ 7.1%の差が生じることを示している。一方，
スペック一致状態ダミーについては全体的に有意

表 3　採用時賃金および求職者属性の記述統計量

サンプル
サイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値

採用時賃金（百万円） 292 10.3� 3.6� 4.3 25
年齢 292 37.2� 6.5� 26 61
経験年数 292 11.2� 5.3� 3 28

度数 相対度数
最終学歴　学部卒 163 0.56�
　　　　　修士卒 124 0.42�
　　　　　博士卒 5 0.02�
計 292� 100.0�

表 4　スペック一致状態ダミー

項目 ダミー変数 募集要件と求職者スペックの一致状態 リファレンスグループ
組み合わせ 度数 組み合わせ 度数

MBA DMBA1 （不要，保持） 25
（不要，不保持） 222DMBA2 （要，不保持） 8

DMBA3 （要，保持） 37
公認会計士資格 DCPA1 （不要，保持） 19（不要，不保持） 255DCPA2 （要，保持） 18
その他資格 DCERT1 （不要，保持） 90（不要，不保持） 195DCERT2 （要，保持） 7
特定技能 DSKILL1 （不要，保持） 60（不要，不保持） 6DSKILL2 （要，保持） 226
英語力 DENG1 募集要件�>�求職者の能力 81 募集要件＝求職者の能力 136DENG2 募集要件�<�求職者の能力 75
職位 DLEV1 募集要件�>�求職者の前職職位 71 募集要件＝求職者の前職職位 161DLEV2 募集要件�<�求職者の前職職位 60
業種 DIND1 求人案件が属する業種≠求職者の前職業種 126 求人案件が属する業種＝求職者の前職業種 166
職種 DJOB1 求人案件の職種≠求職者の前職職種 8 求人案件の職種＝求職者の前職職種 284
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な係数を持ったものは少ないが，その中で DMBA3

や DSKILL1，DSKILL2 などの係数推定値が有意に正
となっている。

サンプル・セレクション・バイアスの可能性を
考慮した推定式 2 においても，これらの傾向は概
ね保たれている。ただし修正項の係数は有意に
推定されており，バイアスの存在を示唆してい
る。最小二乗推定値に比べると交渉可ダミーの係
数推定値が 0.071 から 0.089 に増加している一方，
DMBA3 の係数推定値は 0.153 から 0.100 に減少し

ている。また DSKILL1 と DSKILL2 についても係数推
定値は若干小さくなっている。X 社経由で決定し
た案件のみに限定されたデータから推定を行う場
合は，こうしたバイアスの可能性に留意する必要
がある。

これらを踏まえた上で，トリートメント効果モ
デルの主な推定結果（推定式 3）を確認しておこ
う。まず交渉可ダミーのプロビット推定結果（第
二式）を見ると，主な変数に関しては前章で行っ
た順序プロビット推定と概ね同じ傾向を示してい

表 5　採用時賃金に対する交渉の効果

推定式 1（最小二乗推定） 推定式 2�
（Heckman 二段階推定）

推定式 3�
（トリートメント効果モデル）

Coef. SE Coef. SE Coef. SE
第一式 求職者属性 年齢 0.017*** 0.004� 0.016*** 0.004� 0.016*** 0.003�

経験年数 0.020*** 0.004� 0.019*** 0.004� 0.018*** 0.004�
最終学歴 修士ダミー − 0.007 0.038� 0.003 0.038� − 0.011 0.034�

博士ダミー − 0.003 0.108� − 0.019 0.108� − 0.009 0.097�
交渉可ダミー 0.071** 0.033� 0.089*** 0.033� 0.244*** 0.066�
スペック一致状態ダミー MBA DMBA1 0.078 0.058� 0.079 0.058� 0.052 0.053�

DMBA2 0.028 0.092� − 0.039 0.092� 0.052 0.085�
DMBA3 0.153*** 0.053� 0.100* 0.053� 0.169*** 0.051�

公認会計士資格 DCPA1 0.058 0.071� 0.057 0.071� 0.076 0.064�
DCPA2 0.074 0.074� 0.082 0.074� 0.054 0.071�

その他資格 DCERT1 0.057 0.036� 0.052 0.036� 0.054* 0.032�
DCERT2 0.074 0.095� 0.113 0.095� 0.097 0.092�

特定技能 DSKILL1 0.254** 0.101� 0.243*** 0.101� 0.261*** 0.091�
DSKILL2 0.302*** 0.099� 0.254*** 0.099� 0.337*** 0.090�

英語力 DENG1 − 0.006 0.034� − 0.013 0.034� 0.003 0.031�
DENG2 − 0.058 0.037� − 0.026 0.037� − 0.049 0.035�

職位 DLEV1 0.049 0.035� 0.038 0.035� 0.03 0.032�
DLEV2 − 0.003 0.037� 0.004 0.037� 0.019 0.034�

産業 DIND1 − 0.04 0.031� − 0.04 0.031� − 0.043 0.028�
職種 DJOB1 − 0.084 0.087� − 0.094 0.087� − 0.063 0.077�

定数項 1.088*** 0.206� 1.337*** 0.205� 1.083*** 0.194�
修正項 − 0.114*** 0.040� − 0.129*** 0.066�

第二式/
セレクション関数

職位 係長レベル − 0.052 0.122� 0.966*** 0.308�
課長レベル − 0.073 0.245� 1.441*** 0.488�
部長レベル − 0.780*** 0.205� 2.202*** 0.443�
取締役レベル − 0.374 0.357� 4.119*** 0.713�

同職種経験必須 0.312 0.442� − 1.662 1.659�
同職種での希望経験年数 0.157*** 0.020� − 0.035 0.029�
要 MBA 0.693*** 0.204� − 0.683** 0.302�
要 CPA − 0.075 0.272� 0.059 0.498�
要その他資格 0.655*** 0.135� − 0.996*** 0.292�
要特定技能 − 0.232 0.295� − 1.652** 0.707�
要特定の学校教育 − 0.191 0.162� 1.025*** 0.387�
英語力 高い 0.215 0.367� 5.544 304.328�

非常に高い 0.487 0.366� 6.328 304.328�
母国語並み 0.873** 0.366� 5.84 304.328�

成果反映賃金の有無 0.246 0.153� − 0.04 0.329�
定数項 − 3.135*** 0.730� − 9.802 602.624�
ρ − 0.529� − 0.608�
σ 0.217� 0.213�
No.�of�obs 292� 1339� 292�
Adjusted�R2 0.593�
BP�test chi2 chi2（1）�=�1.690

Prob�>�chi2 0.193�
�Wald�test chi2 chi2（48）�=�480.96 chi2（76）�=�574.34

Prob�>�chi2 0.000� 0.000�
�*�p<0.1;���**�p<0.05;���***�p<0.01
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ることが分かる。すなわち 4 つの職位ダミーの係
数推定値がそれぞれ有意に正であり，高い職位ほ
どその値は大きい。また，募集要件については要
MBA，要その他資格，要特定技能の 3 つの係数
推定値が有意に負となっている。ただし要特定教
育ダミーのみは有意に正の係数推定値を持った。
次に第一式の推定結果を見ると，修正項の係数推
定値は有意に負，かつ誤差項間の相関係数はρ =
− 0.608 と推定されており，交渉可ダミーの内生
性を示唆する結果となっている。求職者属性の推
定結果は他の 2 つと大きな相違はない。その一方
で交渉可ダミーの係数推定値は 1%水準で有意で
あり，0.244 と推定されている。外生変数として
取り扱った他の 2 つの推定に比べると，これはか
なり大きい値である。前述の通り，先行研究が
示唆した仮説では，より高い能力を求める場合や
能力の異質性が高い場合に交渉方式の採用は有利
であり，結果として賃金掲示方式の場合よりも採
用時賃金の水準が高まるとされていた。交渉可否
による正のトリートメント効果が確認されたこと
は，この仮説を支持する結果と言ってよいだろう。

次にスペック一致状態ダミーを見ると，これ
らもやはり他の 2 つの推定と同様の傾向を示し
ており，DMBA3 の係数推定値が有意に正となって
いる。つまり企業側が募集要件として MBA の保
有を要求しており，かつ採用された求職者が実
際に MBA ホルダーであった求人案件では，それ
以外の案件と比べて採用時賃金が向上している傾
向が見られる。また DSKILL1 および DSKILL2 の係数
推定値も有意であり，それぞれ 0.261，0.337 と比
較的大きな値を示している。交渉可ダミーよりも
大きな係数推定値を持っているのはこの 2 つの変
数のみである。求職者が仕事上必要な特定技能を
有している場合は，企業側がその特定技能を募集
要件に挙げているか否かにかかわらず，相対的に
採用時賃金が向上していることが分かる。しかし
裏返せば，15 個のスペック一致状態ダミーの中
で有意な係数推定値を持ったのはこの 3 つのみで
ある。他の変数を見ると，求職者が募集要件を
満たしている場合（DCPA2，DCERT2，DENG1）や，企
業側が要求していない資格や要求以上の技能を求
職者が保有している場合（DMBA1，DCPA1，DCERT1，

DENG2）であっても，それらが採用時賃金に特段
の影響を与えている様子はない。

このように，交渉の効果が，経験年数や学歴な
どの個人属性やスペック一致状態などをコント
ロールした上でなお観察されており，かつそれら
他の変数の大部分よりも大きな係数推定値を有し
ていることも興味深い点である。これは，企業が
交渉を志向する際に関心を向けている能力が，こ
れらの可視的なシグナルからでは読み取ることの
できないものであることを示唆している。一つ
の可能性としては，阿部（2001）がいうところの

「アナログ情報」を把握するための場として交渉
が機能しているというケースが考えられよう。こ
れは，前節の分析において募集要件の提示有無と
交渉志向の度合いが負の関係にあったこととも整
合的である。また係数の大きさから，そのような

「アナログ情報」の存在が，転職時賃金決定にお
いて保有資格等の可視的なスペックの一致以上に
重大な意味を持つ可能性があることも示唆されて
いる。

4　採用時賃金の分散の比較

最後に，「交渉可」の場合とそれ以外の場合に
ついて，採用時賃金の分散を比較しておく。この
点に関して，Michelacci and Suarez（2006）のモ
デルは，交渉方式で決まる賃金の方が求職者の生
産性への感応度が大きく，そのため賃金掲示方式
の場合よりも賃金分散が大きくなることを示して
いる。また Hall and Kruger（2012）も同様に交
渉方式の方が賃金分散が大きくなることを予測し
た上で，採用時賃金の十分位範囲の予測値を比較
し，採用時に交渉を行ったグループの方が，そう
でないグループと比べて散らばりがより大きいこ
とを確認している。

ここではまず，前節の 3 つの推定それぞれから
採用時賃金の予測値を算出した。次いで，サンプ
ルを「交渉可」とそれ以外のグループに二分し
て，各々における採用時賃金予測値の分散を比較
した。その等分散性を検定した結果は表 6 に示す
通りである。いずれの予測値を用いた場合も帰
無仮説は棄却されており，「交渉可」であったグ
ループの方が，他方よりも採用時賃金の分散が大
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きかったことが示されている。これもまた先行研
究が示した仮説を支持する結果と言えるだろう。

Ⅴ　結　　語

本稿ではある人材紹介会社から提供されたミク
ロデータを用いて，企業がどのような場合にどの
ような賃金決定メカニズムを選択し，またその選
択が転職時の賃金決定にどのような相違をもたら
しているかを実証的に分析した。その結果，求め
る能力水準がより高い場合や，求職者の能力に係
わる異質性を十分縮減できるだけのシグナル（募
集要件）を提示し得ないような場合に，求人企業
が交渉方式を志向する傾向が強まることが示唆さ
れた。また，企業の交渉志向が強い求人案件で
は，そうでない案件に比べると採用時賃金の水準
が比較的高く，かつ分散も大きくなっていること
が明らかになった。これらはいずれも，先行研究
が示す理論上の仮説と矛盾しない結果である。

また本稿の分析では，採用時賃金に対する交渉
の効果は，求職者の属性や保有資格等による効果
よりも総じて大きく，またそれらとは独立に観察
されることが明らかになった。これは，企業が交
渉を志向する際に関心を持っている能力が，資格
等の可視的なシグナルから得られる情報とは異な
る能力であることを示唆するものと考えられる。
マッチング成功者のみに限定された本稿のデータ
からは，保有資格等がマッチングの成功確率その
ものに及ぼす影響については何も判断できない。
しかし少なくとも，同じマッチング成功者どうし
で比較するならば，保有資格などのシグナルから
は読み取れず直接の交渉を通じてのみ確認される
ような類の能力の方が，転職時の賃金決定により
重要な役割を果たしている可能性がある。
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� 1）�� これ以前に在籍企業の対抗提案を取り入れた先行研究とし
ては Postel-Vinay�and�Robin（2002）がある。この研究は，
企業および労働者の異質性や完全情報などの適当な仮定をお
けば，二企業間のベルトラン競争から退化しない均衡賃金分
布を導出できることを示している。ただしこのモデルでは，
交渉の問題については明示的に取り扱われていない。

� 2）�� ここでは考慮されていない各企業の方針などの個別要因
が，交渉姿勢や募集要件の一方あるいは両方に影響を与えて
いる可能性も考えられる。しかしながら本稿のデータではこ
うした個別効果をコントロールすることは困難であり，適当
な操作変数の候補も見当たらないため，この点については留
保とせざるを得ない。

� 3）�� 業種ダミーとして用いているのは，情報技術（IT），医療・
医薬品，化学，半導体，消費財，金融，製造，広告，教育・
コンサルティング，その他の 10 業種である。

� 4）�� 職種ダミーとして用いているのは，営業，広報，人事，財
務会計，物流，購買，総務，秘書，技術，研究・企画開発，
マーケティング，カスタマーサポート，その他の 13 職種で
ある。

� 5）�� 一方，要公認会計士資格ダミーや要特定学校教育ダミー，
英語力ダミーなどの係数推定値は非有意であった。このうち
要公認会計士資格ダミーについては，前述の通りこの変数が
資格保有者に準じる水準の専門的能力を求めるケースなども
含んでいることが影響している可能性が考えられる。また，
要特定学校教育ダミーと英語力ダミーの係数推定値が非有意
であることは，これらが求職者の能力の異質性を十分縮減し
うる情報ではないことを示している。一つの可能性として，
当該の空席で実際に仕事をこなすためには他にも様々な能力
が必要となるため，これらの変数だけでは十分判断できない
というケースが考えられるだろう。
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